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     白井淳子 

行政が取り組む摂食嚥下機能支援 

第２１回日本摂食嚥下リハビリテーション学会学術大会 
シンポジウム1 

地域包括ケアと摂食嚥下障害 
－高齢社会におけるリハビリテーションと摂食嚥下－ 



１ 行政・保健所における 
         取組調査にあたって 
２ 東京都の概況 
３ 東京都摂食嚥下機能支援事業 
４ 都内区市町村の取組 
５ 行政施策としての摂食嚥下機能支援 
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内   容 



 
 
◆ 専門職による食支援研究会の活動から 
◆ 医師の気づきにより、病院から地域への発信 
◆ NST研究会、脳卒中地域連携協会の取組から 
◆ 口腔サポートセンターを活動の始点とした歯科   
     医師会、歯科衛生士会の取組から 
◆ 訪問看護ステーションが耳鼻咽喉科と連携した 
     取組から          など 
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1 行政・保健所における取組調査にあたって   

全国の取組状況 

 
参考：摂食嚥下障害を有する高齢者の地域支援体制の取り組み収集、分析に関する 

調査研究事業報告書 
平成26年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 

 

行政が関わっている事例は 
ほとんどない！？ 

今年度、下記調査を予定しています！ 
全国歯科技術職連絡会（行歯会）会員へのWebアンケート 

都道府県と保健所に対しての郵送アンケート 
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２ 東京都の概況 

人口 13,297,586人 

（平成27年1月 住民基本台帳） 
区 部       9,102,598人 

市 部       4,109,189人 

町村部         85,799人 

  

 

面積 2,190.90km2  



出典：東京都「東京都高齢者保健福祉計画」 
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高齢者人口の推移 
後期高齢者人口の大幅な増

加 



 
■高齢化の進行（率） 

           平成22年 ⇒ 20.4％ 
           平成37年 ⇒ 25.2％ 
           平成47年 ⇒ 29.8％ 

 

  
  

■後期高齢者の増加（人数） 

            平成22年 ⇒ 約122万人 
            平成32年 ⇒ 約171万人 
            平成37年 ⇒ 約198万人 
            平成47年 ⇒ 約203万人 

（データ：国立社会保障・人口問題研究所 
 「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月）[平成27年から平成47年まで]） 
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東京の高齢化 

平成37年には都民の 
約4人に1人が高齢者 

平成32年には 

後期高齢者＞前期高齢者
(約171万人)(約153万人) 

高齢者人口増加数・増加率（平成22年⇒平成37年） 
 
 

  65歳 増加数  68.0万人 (1位) 増加率 25.7%  (13位) 
 75歳 増加数 76.2万人 (1位)  増加率 62.6%  (8位) 

 
 

（データ：総務省「国勢調査」（平成22年）【平成22年】 
          国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口」（平成25年3月）[平成37年]） 
 



出典：東京都「東京都高齢者保健福祉計画」 
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東京の平成３７年の 
地域包括ケアシステムの姿（イメージ図） 



枠内は主な27年度事業。都では平成20年度から摂食嚥下機能支援を歯科保健医療対策で実施しているが、摂食嚥下は様々な施策に関連 
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３ 東京都の摂食嚥下機能支援事業 
  
（１）摂食・嚥下評価専門研修・実地研修プログラムの開発  

 
◆摂食・嚥下機能障害に関する知識の修得及び内視鏡検
査を含む専門的評価法の基礎について学ぶ。 
 ⇒ 都立心身障害者口腔保健センターで実施 
◆摂食・嚥下機能評価を行い､指導及び訓練の指示がで
きる医師・歯科医師を育成する。また、行政とともに、
地域で摂食・嚥下機能支援事業を立ち上げ推進するリー
ダーとなる医師・歯科医師を育成する。 
◆摂食・嚥下リハビリテーションを担うコメディカルス
タッフが、互いの職種の特徴・役割を理解し､総合的な
チームケアを行うための基礎知識の共有化を図る｡  
 ⇒  都内３医療機関に委託実施 
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（２） 地域における仕組みづくり 
【目的】 
◆地域における摂食・嚥下機能支援推進システムを構  
 築する。  
⇒ 多摩立川保健所（北多摩西部保健医療圏）におい
て実施し、ガイドライン作成 
 
（３） 東京都摂食・嚥下機能支援推進マニュアル作成 
【目的】 
◆ 北多摩西部保健医療圏のガイドラインをもとに 
摂食・嚥下機能支援の医療連携システムを都全体に普
及させるためのマニュアルを作成する。 
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全都的な展開（平成23年度から） 

  
 
 

 

 

• 区市町村が地域の実情に合わせた取組を行
うための基盤整備を支援 

            → 補助金 

    

• これまで開発した人材育成プログラムを活用
した体系的な人材育成を行う。 
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関係機関の役割 

  
 
 

 

 

 

 

 

◆ 医療保健政策区市町村包括補助事業「摂食・嚥下機能支援推進 

     事業」の活用推進 

◆「摂食・嚥下機能支援推進事業」の牽引役となる医師・歯科医師・ 

   コメディカルスタッフ（看護師、歯科衛生士、セラピスト、栄養士

など）の育成 

◆ 都保健所は、市町村、地区医師会・地区歯科医師会間等の意見調整   

    を図り連絡会を開催 
 

 

 

◆「摂食・嚥下機能支援推進事業」を主体的に展開 

東京都 

区市町村 



 
 

◆ 医師・歯科医師の連携及び協力について協議 

 

◆ 摂食・嚥下機能支援推進事業の牽引役となる医師、歯科医師の研  

  修会への推薦 

 

◆ 区市町村や関係団体と協力し、摂食・嚥下機能支援推進事業を推進 

 

 

 
◆「摂食・嚥下機能支援推進事業」を推進するリーダー及びコメディ 
  カルスタッフの育成を目的に摂食・嚥下機能支援に関する専門的 
  体系的な研修を行う。 
 
◆ 地域展開に必要な人材育成のノウハウを提供 
 
◆ 特別区における事業を推進するため連絡会を開催 
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地区医師会・歯科医師会 

都立心身障害者口腔保健センター 



◆ 地域において摂食・嚥下機能支援事業を推進するため、
区市町村が地域の関係者をメンバーとする協議会を設置
し、地域特性に合わせて事業展開を図る。 

 

◆≪補助対象≫ 

 協議会の設置、関係者・住民向け講演会等の普及啓発、
医療資源・ニーズ調査 事例検討会､人材育成(機器・機
材等の整備を含む)､摂食・嚥下機能支援センター設置 

  

◆ 補助率１０／１０（３年間） 4年目からは１／２ 

 

医療保健政策区市町村包括補助事業 
（先駆的事業：摂食・嚥下機能支援推進事業）   



 
研修期間２年間 
   
 
     １年目  
  
        ステップ１ 評価医養成研修Ⅰ 
 
     内容：摂食・嚥下機能障害に関する基礎的知識の付与（講義） 
                             
        ステップ２ 評価医養成研修Ⅱ 

 
   内容：評価専門研修プログラム（講義、相互実習） 
            
   
      ２年目  
 
        ステップ３ 評価医養成研修Ⅲ 
 
     内容：評価医実地研修プログラム（実地研修、事例検討） 
            
 

評価医養成研修（医師・歯科医師対象） 
 



  

 
 研修期間２年間 
 

  

１年目 
 
 ステップ１ リハビリチーム養成研修Ⅰ 
 
 内容：摂食・嚥下機能障害に関する基礎的知識の付与(講義） 
             
 ステップ２ リハビリチーム養成研修Ⅱ 
 
 内容：リハビリチーム養成研修プログラム（講義、相互実習） 
            
 2年目 
 
 ステップ３ リハビリチーム養成研修Ⅲ 
 
 内容：リハビリチーム養成研修プログラム（実地研修、事例検討） 

 

 
リハビリチーム養成研修 
（コメディカル向け） 

 



 
評価医養成研修受講修了者数 

 

平成26年度生 
現在受講中 
医師13名 

歯科医師17名 
 



 
リハビリチーム受講修了者数 

 

平成26年度生 
現在受講中 
２０名 



 

平成23年度から平成27年度の5年間 
             （平成27年度生は平成28年度に修了確定） 
 
  
 【評価医】    
    ３０名／年 × ５年   ⇒  １５０名 
 【リハビリテーションチーム】   
    ９０名／年 × ５年   ⇒ ４５０名 
  
  
 
【評価医】  修了者 ６０名  受講中 ３０名  ２７年度生 ３９名 
【リハチーム】修了者 １１３名 受講中 ２０名  ２７年度生 ４０名 
 
 

 
人材養成の目標 

 

目  標 

達成状況 



• 会議の設置 

    （協議会・連絡会・検討会・ワーキング） 

• 調査（資源調査・ニーズ調査） 

• 関係者向け研修会 

• 住民対象講演会 

• 関係者向け研修会 

• 事例検討会 

• ツールの開発（評価ツールの作成、パンフレットの作成など） 

• 口腔機能向上サービスに従事する施設職員の意識啓発
及び技術向上 

• 相談窓口の設置 

 

 

 
４ 都内区市町村の取組 

 

行政の得意分野は・・・・ 
 ◆ネットワークの構築 
 ◆システムの構築 
 ◆普及啓発 
 ◆連絡調整機能 
 ◆必要な財源の確保 



◆ 介護予防事業として 

◆ 歯科保健医療対策として 

◆ 脳卒中医療連携事業の一環として 

◆ 食支援として 

◆ 医科・歯科連携の推進のために 

◆ 多職種連携の推進のために     など   
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５ 行政施策としての摂食嚥下機能支援 

 

摂食嚥下機能支援は関係者の共通テーマとして 
具体的に取り組むことができるため、 

地域包括ケアシステム構築のツールとして有効 



   摂食嚥下に係る支援を必要とする方に 

広く適切な支援が届くよう、関係者、関係機関、関係 

団体による得意分野を生かした連携が進むことが望
まれます。 

 

ご清聴ありがとうございました 

これから実施いたします 
行政・保健所調査に 
ご協力をお願いします。 


